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加入負担金について（答申） 

 令和６年（２０２４年）１１月１日付け経第６７号で諮問のありましたこのことに

ついて、当審議会において慎重審議を重ねた結果、下記のとおり答申します。 

記 

１ はじめに 

加入負担金は、給水装置の新設、増径に際し、「新旧需要者間の負担の公

平」、「原因者の適正負担」等の観点から、水道施設の拡張事業費等の経費に

充てる目的で、申込者から加入金として徴収している。 

本市では、昭和４４年に制定して以降、昭和５１年、昭和５３年、昭和５

９年、平成９年と４回の改定を行い、いずれも水道料金改定とともに実施し

ており、今回、当審議会における水道料金の改定の検討にあわせて、加入負

担金の額についても議論を行い、改定の検討を行ったものである。 

 

２ 答申について 

本市では、土地区画整理事業や開発行為などによる拡張事業の実施が今後も予定

されていること、また、基幹管路の耐震化など投資的事業の見込みがあり、拡張事

業における建設費や諸物価も上昇しているため、加入負担金を改定し収入を増加さ

せることは不可欠なものである。 

  改定の規模としては、今後到来することが予測されている南海トラフ地震による

被害を最小限に抑えるため、基幹管路の耐震化は極めて重要であり、その財源確保

を含め、令和８年度から全体で１５．８％の改定を実施することが必要であると考

える。 



 

３ 加入負担金に関する審議会の意見 

  拡張事業費と加入負担金収入との収支が乖離している状況が続いているにもかか

わらず、加入負担金を長期間見直ししていない現状がある。今後は水道料金の改定

に合わせて加入負担金の見直しを検討するのではなく、収支の状況を適宜確認し、

適切なタイミングで改定できるよう、改定時期についての考え方を整理すべきであ

る。 


